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研究成果の概要（和文）：口腔の健康格差是正のための介入時期・方法の探索を試み、労働世代の地域住民を対
象に、幼少期の社会経済状況が現在の口腔健康と関連する、女性は属性により社会経済状況と口腔健康との関連
が異なる、社会関係は男性において予防目的の歯科受診とのみ関連する、ことを明らかにした。口腔の健康状
態・歯科保健行動において社会的要因を考慮する必要性を示すとともに、幼少期の状況および社会的性差に留意
したアプローチの重要性を示唆した。

研究成果の概要（英文）：In this research, we sought to examine effects of individual and 
environmental factors on oral health and behaviors among working-age Japanese adults in order to 
explore public health intervention aiming at reducing socioeconomic inequalities in oral health. One
 study showed that childhood socioeconomic status was significantly associated with oral health in 
adulthood after adjusting for adulthood socioeconomic status. Another study showed distinct 
associations between socioeconomic status and oral health by marital status: women’s own education 
was associated with oral health among unmarried women, whereas income was associated with oral 
health among married women. We also found that social relationships were associated with preventive 
dental care use but not with curative dental care among men. These findings indicate that social 
factors should be considered to improve oral health and behaviors especially from the perspective of
 childhood circumstances and gender differences.

研究分野：社会疫学
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１．研究開始当初の背景 
地域や社会経済状況の違いによる集団に
おける健康状態の差と定義される「健康格
差」の存在が指摘され、健康日本 21（第二次）
で「健康格差の縮小」が基本的な方向の一つ
として掲げられている。口腔健康においても、
格差の存在が欧米を中心とした研究により
報告されており、WHO の報告書 Equity, 
Social Determinants and Public Health 
Programmes (2010)では、「歯科疾患は予防可
能であり、口腔の健康の社会的不平等は回避
できる」として取り組みの重要性が強調され
ている。 
日本における歯科保健行動は従来、治療が
重視される傾向にあり、近年改善しているも
のの、特に 20～40 歳代という労働世代の歯
科予防行動の実施率は低い（2009 年国民健
康・栄養調査）。健康日本 21（第二次）では、
「歯・口腔の健康」の目標値が設定されると
ともに、「生涯を通じて歯科疾患を予防し、
歯の喪失を抑制することは、高齢期での口腔
機能の維持につながるものであり、今まで以
上に大きな意義を有するものと考えられる」
と記載されている。そのため、労働世代にお
ける口腔健康状態および歯科保健行動に影
響する要因を検討することで、労働世代のみ
ならず高齢期での格差是正にも貢献し得る
と考えられる。しかし日本では、高齢者や小
児における要因を検討した研究結果は蓄積
されつつあるものの、労働世代に関する検討
は少ない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、歯科保健行動の実施率が比較的
低い労働世代の地域住民を対象に、口腔の健
康状態および歯科保健行動に影響を及ぼす
物理的・社会経済的要因の検討を行うことを
目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)まちと家族の健康調査（J-SHINE） 
東京近郊に居住する25-50歳を対象に実施
された J-SHINE のデータを用いて、労働世代
の口腔健康状態および歯科保健行動に影響
を及ぼす物理的・社会経済的な要因を検討し
た。J-SHINE は、社会格差と健康をつなぐメ
カニズムを明らかにすることを目的とした
多目的共用パネル調査であり、2010 年度に実
施された第 1回調査では 4,357 名から回答を
得ている。 
調査内容には、社会人口統計学的要因、世
帯経済状況、健康状態、医療利用状況、スト
レス、心理的特性、発育歴等が含まれている。
本研究では、幼少期の社会経済状況、現在の
社会経済状況、現在の口腔健康状態および歯
科保健行動の変数を中心に、交絡因子や媒介
因子となり得る年齢、性別、食生活、喫煙、
飲酒、ストレス等の変数を選定して用いた。 
調査対象者の居住情報も追加申請により
把握が可能であったため、その情報を基に、

各対象者の地域に関する回答を合計して地
域レベルの変数（ソーシャルキャピタル等）
の作成も行った。 
口腔の健康状態および歯科保健行動に加
え、他の健康状態・保健行動をアウトカムと
した検討も行い、違いを考察した。 
 
(2)NIPPON DATA2010 
当初の研究計画にはなかったものの、
NIPPON DATA2010 のデータを分析できる機会
に恵まれ、日本国民を代表する集団における
教育歴・経済状態と歯の本数との関連を検討
した。NIPPON DATA2010 は、2010 年度に全国
300 地区で実施された国民健康・栄養調査に
参加した 20 歳以上の成人男女のうち、参加
に同意した 2,898 名が対象である。問診デー
タ、血液・尿検査データ 、臨床検査データ、
予後データ等が存在する。 
 
４．研究成果 
(1)幼少期の社会経済状況と成人の口腔健康
との関連（J-SHINE） 
父親の教育歴・母親の教育歴・本人の教育
歴・幼少期の経済状態・現在の所得と、主観
的な口腔の健康状態との関連を検討した。そ
の結果、男性では、父親の教育歴・母親の教
育歴が低い者ほど口腔の健康状態が悪く、そ
の関連は特に母親の教育歴で強いことが示
された。女性では、親の教育歴との関連はみ
られなかった。同様の男女差は本人の教育歴
でもみられ、男性のみ本人の教育歴が低い者
ほど口腔の健康状態が悪かった。幼少期およ
び現在の経済状況は、男女ともに口腔の健康
状態と関連していた。 
以上をまとめると、現在の社会経済状況を
調整した上でも幼少期の社会経済状況（特に
母親の教育歴）は成人の口腔の健康状態と関
連していること、その関連には男女差が存在
することを示したといえる。 
 
(2)女性における社会経済状況と口腔の健康
との関連（J-SHINE） 
(1)の研究で女性において教育歴と口腔の
健康状態の関連がみられなかったことから、
日本における女性の社会経済状況の複雑さ
に着目し、属性別の分析を行った。その結果、
独身女性では本人の教育歴が口腔の健康状
態と関連するという他の先進国と同様の傾
向がみられたものの、既婚女性では、本人の
教育歴・配偶者の教育歴ではなく、世帯所得
とくに配偶者の所得が口腔の健康状態と関
連していることが示された。既婚女性を就業
別に分析したところ、世帯所得との関連は専
業主婦のみでみられ、就業女性ではみられな
かった。 
以上より、女性における口腔の健康状態の
社会経済的格差を検討する際には、婚姻状況
を考慮する必要性が示唆されたといえる。 

 
(3)社会関係と歯科受診・口腔の健康状態と



の関連（J-SHINE） 
個人レベルの社会関係と歯科受診の関連
を、治療目的の受診と予防目的の受診に分け
て検討した。社会関係と治療目的の歯科受診
との関連は男女ともにみられなかったもの
の、予防目的の歯科受診とは男性でのみ関連
がみられ、社会関係が豊かな男性ほど予防目
的の歯科受診をするという関連を示した。こ
れらの傾向は、社会的ネットワーク（構造的
側面）、社会的サポート（資源的側面）のい
ずれでも同様であった。 
日本では、治療目的の受診は国民皆保険で
カバーされているものの予防目的は保険適
用外であることが多い、治療重視で予防に対
する意識が比較的低いという傾向が、関連の
違いを生じさせていると考察される。また、
いずれの社会関係の指標も口腔の健康状態
との関連はみられなかった。 
 
(4)地域レベルの口腔の健康状態・歯科保健
行動（J-SHINE） 
口腔の健康状態、治療目的の歯科受診、予
防目的の歯科受診のいずれにおいても、地域
のばらつき自体が小さかった。J-SHINE の対
象地域は東京近郊であるため、限られた地域
であること、都市部は歯科医院へのアクセス
が良いこと等が理由として考えられる。 
 
(5)女性における教育歴と肥満の関連
（J-SHINE） 
(2)と同様、日本における女性の社会経済
状況の複雑さに着目し、女性における教育歴
と肥満の関連を属性別に分析を行った。(2)
と同様に属性による違いがみられ、独身女性
では本人の教育歴が肥満と関連するという
他の先進国と同様の傾向がみられたものの、
既婚女性では関連せず、配偶者の教育歴のみ
が関連していた。また、本人の教育歴が配偶
者より高いという伝統的な性別役割規範に
反する状態の女性が、最も肥満リスクが高か
った。独身女性・既婚女性ともに、世帯所得
との関連はみられなかった。 
以上より、肥満においても女性における社
会経済的格差を検討する際には、婚姻状況を
考慮する必要性が示唆されたといえる。 

 
(6)女性における教育歴と生活習慣の関連
（J-SHINE） 
既婚女性における、本人の教育歴および配
偶者の教育歴と生活習慣（不健康な食習慣、
運動習慣なし、過度の飲酒）との関連を検討
した。その結果、不健康な食習慣は、本人の
教育歴が関連しており、また、夫婦ともに教
育歴の低い女性でリスクが高かった。一方、
運動習慣がない、過度に飲酒するリスクは、
本人および配偶者の教育歴とは関連しない
ものの、本人の教育歴が配偶者よりも高い女
性で高かった。 
以上より、既婚女性の教育歴と生活習慣と
の関連を検討する際は、配偶者の教育歴も考

慮する必要性が示唆されたといえる。(5)、
(6)の結果より、肥満、不健康な生活習慣の
リスクは、本人の教育歴が配偶者より高いと
いう伝統的な性別役割規範に反する状態の
女性が最も高かったが、このような関連は口
腔の健康状態・歯科保健行動ではみられず、
健康状態・行動の特性により関連が異なる可
能性が示唆されたといえる。 
 
(7)教育歴・経済状態と歯の本数の関連
（NIPPON DATA） 
日本国民を代表する集団における教育
歴・経済状態と歯の本数との関連を検討した。
その結果、教育歴が低い者、等価世帯支出が
低い者で歯の本数が少ないという関連がみ
られた。さらに、歯の本数との関連が考えら
れる行動学的・生物学的要因として、喫煙習
慣、肥満・糖尿病の有無、高感度 C反応性蛋
白、歯科清掃用器具使用の有無を調整変数と
して投入したところ、教育歴・等価世帯支出
ともに、若干減少したものの有意な関連は残
った。年齢層別の分析を行ったところ、等価
世帯支出と歯の本数との関連は、65 歳以上で
のみみられ、40-64 歳ではみられなかった。 
以上より、教育歴および等価世帯支出と歯
の本数は関連すること、喫煙習慣、肥満、糖
尿病、高感度 C反応性蛋白、歯科清掃用器具
の使用ではこれらの関連の全てを説明する
ことはできないこと、等価世帯支出と歯の本
数の関連は年齢層による違いが存在し高齢
者でのみみられることが明らかとなった。日
本における教育歴・経済状態と歯の本数の関
連を、行動学的・生物学的要因の影響および
年齢による違いに着目して検討したはじめ
ての研究であり、歯の健康に関し社会的要因
を考慮する必要性を示したといえる。 
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